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出典：環境共創イニシアチブ「ZEB実証事業 調査研究発表会2016」
※パンフレット案の段階のものであり内容変更の可能性があります。42
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出典：環境共創イニシアチブ「ZEB実証事業 調査研究発表会2016」
※ガイドライン案の段階のものであり内容変更の可能性があります。44



出典：環境共創イニシアチブ「ZEB実証事業 調査研究発表会2016」
※ガイドライン案の段階のものであり内容変更の可能性があります。45



出典：環境共創イニシアチブ「ZEB実証事業 調査研究発表会2016」
※ガイドライン案の段階のものであり内容変更の可能性があります。46



ENEX 2017

2017年２⽉15⽇(⽔)~17⽇(⾦)
@東京ビッグサイト 東１・２ホール

※ 写真はいずれも昨年（ENEX2016）の様⼦ 47



ZEBの普及に向けて
~広報・ブランド化~
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ZEBと他指標との⽐較

 他指標との違いを明確に整理した上で、ZEBのメリット等に関する説明が必要

エネルギー特化型 総合評価型

省エネ率

▲60％

▲80％

▲40％

▲20％

▲100％

省エネ率2％
毎に1pt加点

19pt満点中
19pt

LEED

NC（新築）の
エネルギー性能
の評価基準

レベル３

レベル４

レベル５

CASBEE

CASBEE-建築
（新築）

LR1-3の評価基準

ZEB
Ready

Nearly 
ZEB

ZEB

ZEB
※売電を含めた再
⽣可能エネ分含
む・家電分除く

平成25年
基準相当

平成25年
省エネ基準

※⾃家消費に係る
再⽣可能エネ分含
む・家電分含む

低炭素認定
建築物相当

低炭素認定
建築物

※⾃家消費に係る
再⽣可能エネ分含
む・家電分含む

２★

３★

４★

５★

BELS
（事務所）

※⾃家消費に係る
再⽣可能エネ分含
む

※⾃家消費に加
え、売電分に係る再
⽣可能エネ分含む
（再⽣可能エネを
除き、50％以上の
省エネ率の達成が
必要）

５★
ZEB

Ready

５★
Nearly

ZEB

５★
『ZEB』 49



BELSにおけるZEBの表⽰
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ZEBの普及に向けて
~取組の裾野拡⼤~
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環境共創イニシアチブ「ZEB実証事業 調査研究発表会2016」を元に作成、H28ZEBは環境省補助事業での実績も含む。

ZEB達成度合の推移 n=61 

✱ H26及びH26補正ではWebプログラムで評価できない設備やBEMS運⽤による省エネ量、及びNearly ZEB 以上は全量売電による
創エネ量も削減量に算⼊している。

H26ZEB 
5件

H26ZEB補正

16件

H28ZEB

40件

ZEB Ready Nearly ZEB 『ZEB』

4
13

332

3
4

1

1

 ZEB Ready 以上が年々増加
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５件

3件

４件
９件

７件

５件

環境共創イニシアチブ「ZEB実証事業 調査研究発表会2016」を元に作成、環境省補助事業での件数も含む。

都道府県別の案件分布 n=61

■ 3 件以上

■ 2 件
■ 1 件

 都道府県別の案件数を下記に⽰す。

 愛知県と⾼知県の案件数が多い。
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平成28年度 ZEB実証事業 採択事例

アクロスプラザ扶桑

ZEB化プロジェクト

事業概要

大和ハウス工業株式会社／大和情報サービス株
式会社

百貨店 新築 13,118m2

地域6（愛知県） 地上2階建 構造 S造

一次エネルギー
削減率 （％）
(その他含まず）

創エネ含まず 51.0

創エネ含む 51.4

PAL＊ 削減率 ％ 18.7

事業概要

社会福祉法人宝樹園

老人ホーム 既築 3,601m2

地域6（香川県）
地下1階～地上4
階建

構造 RC造

一次エネルギー
削減率 （％）
(その他含まず）

創エネ含まず 57.1

創エネ含む 62.2

PAL＊ 削減率 ％ 18.0

株式会社つくば電気通信

新社屋ZEB化事業

特別養護⽼⼈ホーム

⻘の⼭荘ZEB化事業

事業概要

株式会社テックホールディングス

事務所 新築 2,653m2

地域5（茨城県） 地上6階建 構造 PC造

一次エネルギー
削減率 （％）
(その他含まず）

創エネ含まず 50.2

創エネ含む 57.4

PAL＊ 削減率 ％ 31.0
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ZEBに資する⾼性能建材・設備

• ZEB化のためには、建築物に使⽤される建材・設備が⾼性能であることが必要不可⽋。
• 建材・設備メーカーではトップランナー制度をはじめとして⾼性能化をそれぞれ積極的に取

り組んで頂いているところ、建材・設備の⾼性能化とZEB推進とのコラボレーションは極
めて有意義。

• 建材・設備メーカーが⾼性能建材を顧客に訴求する際に、ZEBと絡めて頂き、⾼性能建
材・設備市場の拡⼤・価格低減を進めていただくことを期待。（“ZEB⽤ガラス”等、⾼
性能建材の積極的ブランド化を期待）
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International Workshop
for challenge to use ISO 50001 Energy management system 56

＜重要技術領域＞

省エネルギー技術戦略2016（平成28年９⽉）
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平成29年度予算案
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事業の内容

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

国 ⺠間企業等

事業イメージ
事業⽬的・概要
⼯場・事業場、住宅、ビルにおける省エネ関連投資を促進することで、エネル

ギー消費効率の改善を促し、徹底した省エネを推進します。

成果⽬標
平成42年省エネ⽬標（5,030万kl削減）達成に寄与します。

事業者等
補助

補助（①1/2,1/3 ②定額
③2/3 ④1/3）

給湯

照明

暖房

冷房
換気

削減

エネルギーを上⼿に使う

＋

エネルギーを創る

⼤幅な省エネを実現した上で、再⽣可能エネルギーにより、
年間で消費するエネルギー量をまかなうことを⽬指した住宅/建築物

②、③
ZEH/ZEBとは

＋

エネルギーを極⼒
必要としない

① 省エネルギー設備への⼊替⽀援
⼯場・事業場における、省エネ効果の⾼い設備の⼊替を⽀援する。２9年
度は新たに「エネルギー原単位改善」に資する取組や、省エネ効果が⾼い設
備単体の更新を⽀援するとともに、複数事業者間でのエネルギー使⽤量の
削減の取組を重点的に⽀援する。

② ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）の導⼊⽀援
ZEHの価格低減・普及加速化のため、ZEHの普及⽬標を掲げたハウスメー
カー等（ZEHビルダー）が設計・建築・改築するZEHの導⼊を⽀援します。

③ ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ZEB）の実証⽀援
ZEBの実現・普及のためのガイドライン作成等を⽬的に、ZEBの構成要素と
なる⾼性能建材・設備機器等を⽤いた実証を⽀援します。

④ 住宅の断熱改修による省エネ化（省エネリフォーム）の⽀援
⾼性能建材の価格低減・普及加速化のため、既築住宅の省エネ化に資す
る⾼性能建材を⽤いた住宅の断熱改修を⽀援します。

① 申請時の省エネ⽬標の100%以上達成を⽬指します。
②〜④ 平成32年までに新築⼾建住宅の過半数のZEH実現と建築物に

おけるZEB実現及び、省エネリフォーム件数の倍増を⽬指します。

天井・壁・床等の断熱ガラスの交換 外窓交換・内窓設置

住宅の断熱改修による省エネ化の⽀援
④ 下記改修により、住宅の省エネ化を実現

エネルギー消費原単位改善① ⼯場の省エネ取組
事業者の省エネ取組を⽀援

エネルギー消費原単位
での省エネ

省エネルギー投資促進に向けた⽀援補助⾦
平成29年度予算案額 672.6億円（515.0億円）

省エネ効果の⾼い設備の⼊替

＜⾼効率照明＞ ＜⾼効率空調＞

設備更新

エネマネの活⽤等による
効率改善

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
省エネルギー課
03-3501-9726

エネマネ事業者※の活⽤による
効率的・効果的な省エネ

※エネマネ事業者：エネルギーマネジメントシステムを導⼊し、エネルギーの⾒える化
サービスをはじめとした、エネルギー管理⽀援サービスを通じて⼯
場・事業場等の省エネルギー事業を⽀援する者。

エネルギー
使⽤量 ⽣産量 原単位

設備
導⼊前 1,500 300 50

設備
導⼊後 3,000 1,000 30

原単位
改善

÷

÷

＝

＝
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背景

業務⽤施設等における省CO2促進事業
（⼀部経済産業省・国⼟交通省・厚⽣労働省・農林⽔産省連携事業）
業務⽤施設等における省CO2促進事業
（⼀部経済産業省・国⼟交通省・厚⽣労働省・農林⽔産省連携事業）

期待される効果

事業概要

平成29年度予算（案）額
5,000百万円（5,500百万円）

事業スキーム

オーナー テナント

オーナーとテナントが協働で
低炭素化を促進

2030年のCO2削減⽬標達成のためには、業務その他部⾨において約４割の
CO2削減が必要。このためには、業務⽤ビル等の⼤幅な低炭素化が必要であ
り、テナントビル、福祉施設、駅舎、漁港等の既存の業務⽤施設等の省CO2
化を促進していくとともに、先進的な業務⽤ビル等(ZEB(ビル内のエネル
ギー使⽤量が正味でほぼゼロとなるビル)) の実現と普及拡⼤を⽬指す。

(１)テナントビルの省CO2促進事業（国⼟交通省連携事業）
環境負荷を低減する取組について、オーナーとテナントの協働を契約や覚
書等（グリーンリース契約等）を締結することにより、省CO2を図る事業
を⽀援する。

(２)ZEB実現に向けた先進的省エネルギー建築物実証事業（経済産業省連携
事業）

中⼩規模業務⽤ビル等に対しZEBの実現に資する省エネ・省CO2性の⾼い
システムや⾼性能設備機器等を導⼊する費⽤を⽀援する。なお、CLT等の
新たな⽊質部材を⽤いているZEBについては優先採択枠を設ける。

(３)既存建築物等の省CO2改修⽀援事業（厚⽣労働省、農林⽔産省、国⼟交
通省携事業）

既存の業務⽤施設（福祉施設、駅舎、地⽅公共団体の所有施設、漁港施設
等）において、⼤規模な改修を除く省CO2性の⾼い機器等の導⼊、リース
⼿法を⽤いた地⽅公共団体施設の⼀括省CO2改修（バルクリース）を⽀援
する。

国 事業者⾮営利法⼈
（補助率）
1/3〜2/3

（補助率）
定額

補助⾦補助⾦

(１)テナントビルの省CO2促進事業
・補助対象者 テナントビルを所有する法⼈、地⽅公共団体等
・補助対象経費 調査費⽤、省CO2改修費⽤（設備費等）
・補助率 1/2以内

(２)ZEB実現に向けた先進的省エネルギー建築物実証事業
・補助対象者 建築物を所有する法⼈、地⽅公共団体等
・補助対象経費 ZEB実現に寄与する空調、照明、給湯、BEMS装置等の

導⼊費⽤
・補助率 2/3以内
・補助要件 エネルギー削減率 50％以上

(３)既存建築物等の省CO2改修⽀援事業
・補助対象者 建築物等を所有・管理・運営する法⼈、地⽅公共団体、

協同組合等
・補助対象経費 省CO2改修費⽤（設備費等）
・補助率 1/3以内、または1/2以内（漁港、漁業協同組合）

定額（上限2,000万円）（調査費⽤（バルクリースのみ））
事業実施期間： (１)(２) 平成28年度〜平成30年度

(３) 平成29年度〜平成30年度

グリーンリース契約の普及によるテナントビルの低炭素化、ZEBの実現と普
及等を通じて、業務⽤施設等の低炭素化を促進し、将来の業務その他部⾨
のCO2削減⽬標(40％)達成に貢献する。

(２)ZEB実現に向けた先進的
省エネルギー建築物実証事業

(1)テナントビルの
省CO2促進事業

(３)既存建築物等の
省CO2改修⽀援事業

福祉施設、駅舎、
漁港施設等

の省CO2改修（環境省実証事業例）

最新の環境技術を導⼊しZEBの実現と普及拡⼤を⽬指す バルクリース
の活⽤

地⽅公共団体所有施設 59



⾰新的な省エネルギー技術の開発促進事業
平成29年度予算案額 80.0億円（77.5億円）

事業の内容

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

事業イメージ

事業⽬的・概要
 エネルギー基本計画（平成26年4⽉閣議決定）にも記載のあるよう

に、本事業において、「業種横断的に、⼤幅な省エネルギーを実現する
⾰新的な技術の開発を促進」していきます。

具体的には、開発リスクの⾼い⾰新的な省エネルギー技術について、
シーズ発掘から事業化まで⼀貫して⽀援を⾏う、提案公募型研究開
発を戦略的に実施します。

成果重視の研究開発を⼀層促進するため、ステージゲート審査
（フェーズ移⾏時の外部有識者による審査）や中間評価により⽬標
達成を徹底し、事業化を⾒据え企業の参画と⾃⼰負担を求めることで、
⾰新的技術の実⽤化を着実に進められる有望テーマに限定して⽀援を
推進します。

成果⽬標
平成24年度から平成33年度までの10年間の事業であり、本事業を

通じて、省エネルギー技術の研究開発・事業化を促進し、我が国におけ
るエネルギー消費量を2030年度（平成42年度）に原油換算で
1,000万kL削減することを⽬指します。

国 企業
⼤学等

補助
（2/3、1/2）新エネルギー・産

業技術総合開発
機構（NEDO）

交付⾦

開発成果として製品化された事例

テーマ設定型プロジェクト
（２/３以内助成）

インキュ
ベーション
研究開発

（2/3以内助成）
実証開発

（1/2以内助成）
実⽤化開発

（2/3以内助成） 事
業
化

2年以内 3年以内 3年以内

ス
テ

ジ

ゲ

ト
審
査

ス
テ

ジ
ゲ

ト
審
査

採
択
審
査

採
択
審
査

採
択
審
査

採
択
審
査

最⻑5年

技術開発フェーズ

⾼効率ガスエンジンシステム超⾼輝度・⼤光量の
省エネ型LED照明

スパコンに搭載される
超省電⼒型⾼性能
プロセッサ

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部省エネルギー課
03-3501-9726
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ご清聴ありがとうございました

経済産業省
資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部
省エネルギー課 課⻑補佐
濱中 郁⽣
TEL: 03 3501 9726
Mail: hamanaka-ikuo@meti.go.jp


